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○杉並区認可保育所園庭確保補助金交付要綱 

令和２年３月31日杉並第66732号 

改正 

令和５年７月31日杉並第27915号 

令和８年３月27日杉並第67897号 

杉並区認可保育所園庭確保補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、杉並区（以下「区」という。）内の認可保育所運営事業者が、保育内容の一

層の充実に向けて新たに園庭を確保するために要する経費の一部を補助することについて、必要

な事項を定めることを目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助の対象となる者は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第35条第４項の規定に基づき

設置された区内の認可保育所を設置運営する事業者（当該認可保育所を設置運営しようとする事

業者であって、区長が認めるものを含む。以下「事業者」という。）とする。 

（補助対象経費及び補助金額） 

第３条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表のとおりとする。 

２ 補助金額は、別表に定める補助基準額に、同表に定める補助率を乗じて得た額とし、予算の範

囲内において交付する。ただし、算出した額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てる。 

（交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする事業者は、年度ごとに杉並区認可保育所園庭確保補助金交

付申請書（第１号様式）に園庭整備等計画書その他区長が必要と認める書類を添えて、区長宛て

に申請するものとする。 

（社会福祉法人の交付申請等） 

第５条 前条の規定にかかわらず、補助金の交付を受けようとする社会福祉法人にあっては、社会

福祉法人に対する助成の手続に関する条例（昭和57年杉並区条例第４号）及び社会福祉法人に対

する助成の手続に関する条例施行規則（昭和57年杉並区規則第25号）の例による。 

（交付決定） 

第６条 区長は、前２条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、適当であると認め

たときは、杉並区認可保育所園庭確保補助金交付決定通知書（第２号様式）により事業者宛てに

通知する。 

２ 区長は、前項の規定による補助金の交付の決定に当たっては、条件を付すことができる。 

（決定の取消し等） 

第７条 区長は、補助金の交付決定後の事情変更により特別の必要が生じたときは、交付決定の全

部若しくは一部を取り消し、又は交付決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することがで

きる。ただし、既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

（承認事項） 

第８条 事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、区長の承認を受けるものとする。ただ

し、第１号に掲げる事項のうち軽微であって計画に影響を与えないことが明らかであるものは、

この限りでない。 

(１) 補助対象経費に係る契約の内容を変更しようとするとき又は補助対象経費に変更が生じる

とき。 

(２) 補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（事故報告等） 

第９条 事業者は、補助対象事業が計画期間内に完了しない場合又は補助対象事業の遂行が困難と

なった場合は、速やかにその理由及び遂行の見通し等を書面により区長に報告し、その指示を受

けるものとする。 

２ 区長は、必要があると認めたときは、事業者に対し、補助対象事業の遂行状況等の報告を求め

ることができる。 
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（補助対象事業の遂行指導等） 

第10条 区長は、事業者が地方自治法（昭和22年法律第67号）第221条第２項の規定による調査等及

び前条の規定による報告（以下「調査等」という。）により、補助対象事業が補助金の交付決定

の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、これらに従って補助対

象事業を遂行すべきことを指導することができる。 

２ 区長は、事業者が前項の規定による指導に違反したときは、補助対象事業の一時停止を求める

ことができる。 

３ 区長は、調査等の結果、補助対象事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件

に適合しないと認めるときは、事業者に対し、当該補助対象事業につきこれらに適合させるため

の措置をとるべきことを指導することができる。 

（関係書類の整理保管） 

第11条 事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いての証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助対象期間が終了する日又は補助対象事業

が終了する日の属する年度の終了後10年間保管しておくものとする。ただし、補助対象事業によ

り取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、当該期間を経過後、当該財産の財産処分が完

了する日又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）第

14条第１項第２号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い

日まで保管しておくものとする。 

（財産処分の制限） 

第12条 事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産を補助金の交付目的及び

条件に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、あらかじ

め区長の承認を受けるものとする。ただし、補助対象事業により取得し、又は効用を増加した後、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第14条第１項第２号の規定によりこども

家庭庁長官が別に定める期間を経過したものについては、この限りでない。 

２ 事業者は、補助対象事業により取得したもの又は効用の増加した部分につき、造作買取請求権

その他の権利が生じたときは、その処分につき区長の承認を受けるものとする。 

３ 区長は、事業者が区長の承認を受けて財産を処分することにより、収入があった場合には、そ

の全部又は一部を区に納付させることができる。 

（用途指定） 

第13条 前条の規定にかかわらず、事業者は、次の各号に掲げる補助の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める期間については、補助に係る用地を園庭以外の用途として使用することができない。 

(１) 別表の１の項に規定する補助対象経費に係る補助 補助対象期間（園庭として使用するた

めに必要な整備を行う期間を除く。）及び補助対象期間終了後10年間 

(２) 別表の２の項に規定する補助対象経費に係る補助 補助対象期間（園庭として使用するた

めに必要な整備を行う期間を除く。） 

(３) 別表の３の項に規定する補助対象経費に係る補助 補助対象事業終了後10年間（賃貸借契

約又は使用貸借契約により使用する用地に係る場合にあっては、当該賃貸借期間若しくは使用

貸借期間（園庭として使用するために必要な整備を行う期間を除く。）又は補助対象事業終了

後10年間のうちいずれか短い期間） 

（用途指定に係る報告） 

第14条 事業者は、前条の規定に基づく用途指定期間（補助対象期間を除く。）が属する年度が終

了したときは、補助に係る用地の活用状況を速やかに区長に報告するものとする。 

（財産の管理） 

第15条 事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助対象事

業の完了後においても、善良な管理者の注意を持って管理するとともに、その効率的な運用を図

るものとする。 

（補助対象事業に係る契約） 

第16条 事業者は、補助対象事業を行うために工事の完成を目的として締結するいかなる契約にお
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いても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾しないものとする。 

２ 事業者は、補助対象事業を行うために締結する契約については、競争入札に付する等、区が行

う契約手続の取扱いに準拠するものとする。 

（消費税等に係る仕入控除税額の報告） 

第17条 事業者は、補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに区に報告するものとする。 

２ 事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部、一支社、一支所等であって、自ら消費税及び

地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等で消費税及び地方消費税の申告を行っている場

合は、当該本部等の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うものとする。 

３ 事業者は、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を区

長に返納するものとする。 

（実績報告） 

第18条 事業者は、補助対象事業が完了したとき又は補助対象期間が属する年度が終了したときは、

速やかに事業実績報告書（第３号様式）を区長宛てに提出するものとする。 

（補助金の確定） 

第19条 区長は、前条の事業実績報告書の審査等により、適当であると認めたときは、当該年度に

交付すべき補助金の金額を確定し、杉並区認可保育所園庭確保補助金交付確定通知書（第４号様

式）により事業者宛てに通知する。 

（補助金の請求） 

第20条 事業者は、前条の規定による通知を受けたときは、速やかに杉並区認可保育所園庭確保補

助金交付請求書（第５号様式）を区長宛てに提出するものとする。 

（補助金の交付） 

第21条 区長は、前条の請求書が提出されたときは、確認の上、補助金を交付する。 

（交付決定の取消し及び返還） 

第22条 区長は、補助金の交付を決定した事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

(２) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定に基づき補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付

されているときは、期限を定めて返還を命じなければならない。 

（違約加算金及び延滞金） 

第23条 区長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部の取消しをした場合に

おいて、同条第２項の規定により補助金の返還を命じたときは、補助金の交付を決定した事業者

に対してその命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき、年10.95

パーセントの割合又は法定利率により計算した違約加算金を納付させることができる。ただし、

当該違約加算金の額が100円未満である場合においては、この限りでない。 

２ 区長は、補助金の交付を決定した事業者に対し、補助金の返還を命じた場合において、当該事

業者がこれを納期限までに納付しなかったときは、納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、

その未納付額につき、年10.95パーセントの割合により計算した延滞金を納付させなければならな

い。ただし、当該延滞金の額が100円未満である場合においては、この限りでない。 

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、365日当たりの割合

とする。 

４ 第１項の規定による違約加算金は、補助対象事業の成果等を勘案し、決定する。 

（違約加算金の計算） 

第24条 前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、交付決定者の納付した

金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた補助金

の額に充てるものとする。 

（延滞金の計算） 
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第25条 第23条第２項の規定により、延滞金の納付を求めた場合において、返還を命じた補助金の

未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎

となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

（委任） 

第26条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、子ども家庭部長が別に

定める。 

（補則） 

第27条 この補助金の交付の手続その他の処理については、この要綱に定めるところによるほか、

杉並区補助金等交付規則（令和２年杉並区規則第24号）に定めるところによる。 

附 則 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和13年３月31日限り、その効力を失う。 

３ この要綱の失効前に交付決定された補助金については、この要綱の規定は、前項の規定にかか

わらず、同項に規定する日以後も、なおその効力を有する。 

附 則（令和５年７月31日杉並第27915号） 

この要綱は、令和５年８月１日から施行し、同年４月１日から適用する。 

  附 則（令和８年３月27日杉並第67897号） 

この要綱は、令和８年３月27日から施行する。 

別表（第３条関係） 

補助対象経費 補助基準額 補助率 備考 

１ 園庭用地を借入

金により購入した

場合の当該年度に

支払った借入利子 

次に掲げる金額のうちいずれか少ない金

額を合算した額 

10／10 補助対象期間は、当

該園庭の整備に係

る工事の着工日か

ら園庭としての使

用開始後10年を経

過した日まで（当該

工事を行わない場

合は、園庭としての

使用開始日から10

年間）とする。 

(１) 利子の計算期間に応じ、借入利率

を日本銀行が公表する長期プライムレ

ートの利率として計算した場合の利子 

 

 (２) 借入利率に係る利子  

２ 園庭用地を貸借

する場合の当該年

度に支払った賃借

料 

次に掲げる金額のうちいずれか少ない金

額を合算した金額 

１／２ 

(１) 国税局長が定める路線価に基づ

き、相続税における評価額の算出方法

で算出した額×2.5／1000 

 

 (２) 月額賃借料  

３ 園庭用地に係る

当該年度に支払っ

た整備費（当該用地

を園庭として使用

するために必要な

門、囲障、手洗い、

水飲み場等の整備

に係る費用） 

次に掲げる金額のうちいずれか少ない金

額 

３／４  

(１) 22,500円／㎡（国又は都の防音壁

の整備に係る補助を受ける場合にあっ

ては、14,000円／㎡）に用地面積（㎡）

を乗じて得た額 

  

(２) 実支出額   

注 園庭用地は、次に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

(１) 当該認可保育所から徒歩で概ね５分以内の距離であること。 

(２) 広さが概ね20㎡以上であること。 

様式 略 


